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 資 料 編 

海難の発生と救助の状況 

令和６年度通航船舶実態調査結果 

※数値の一部については、単位未満で四捨五入又は四捨五入前の数字を記載しているため、合計と一致しない場合があります。 

※公表している数値は公開時最新のものですが、後日新たな事実が判明した場合等には数値の修正が行われる場合があります。 

その際、すでに公表している資料の数値を修正することはありませんので、修正以降に公表する資料の数値と相違することがあります。 





海難定義・海難種類 

令和６年海難の現況と対策 1 

 はじめに 

海は、海上交通や漁業、マリンレジャーといった様々な活動の場として利用され、

私たちにとって身近な存在ですが、時に衝突、転覆等の船舶事故やマリンレジャー活

動に伴う海中転落、帰還不能等の人身事故が発生する危険な場所でもあります。 

海上保安庁では、船舶交通の安全確保や海浜事故防止に関する様々な対策を講じる

とともに、国民の皆様に海の危険性についても周知・啓発活動を行い、海難の未然防

止に努めています。 

また、不幸にも海難が発生した場合に備え、救助体制の充実強化、民間救助組織等

との連携・協力に努め、海難発生時には迅速かつ的確な捜索救助活動を行い、１人で

も多くの人命、財産を救助することに全力を尽くしています。 

 

 海難定義・海難種類 

海難定義・海難種類は次のとおりです。 

 

１ 海難定義 

船舶事故 

海上において船舶に次のいずれかに該当する事態が生じた場合をいう。 

⚫ 衝突・乗揚・転覆・浸水・爆発・火災・行方不明 

⚫ 機関、推進器、舵等の損傷又は故障その他運航不能等 

人身事故 

海上又は海中において次のいずれかに該当する事態が生じた場合をいう。 

⚫ 船舶事故によらない乗船者の海中転落、負傷、病気、中毒等 

⚫ 海浜等において発生した乗船者以外の者の負傷、溺水、帰還不能等 

（マリンレジャーに伴う海浜事故とマリンレジャー以外の海浜事故に区分） 

  

火災を起こした漁船を消火する様子 
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２ 海難種類 

（１）船舶事故 

ア 船舶事故種類 

船舶事故

種 類 
細 分 類 内    容 

衝 突 － 船舶が、他の船舶に接触し、いずれかの船舶に損傷が生じたことをいう。 

単独衝突 － 船舶が、物件に接触し、船舶又は物件に損傷が生じたことをいう。 

乗 揚 － 
船舶が、陸岸、岩礁、浅瀬、捨石、沈船等水面下にあって大地に直接又は

間接的に固定している物に乗揚げ、乗切り又は底触したことをいう。 

転 覆 － 
船舶が、外力、過載、荷崩れ、浸水、転舵等のため、ほぼ 90 度以上傾斜

して復原しないことをいう。 

浸 水 － 船外から海水等が浸入し、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

火 災 － 船舶又は積荷に火災が発生したことをいう。 

爆 発 － 
船舶において、積荷、燃料、その他の爆発性を有するものが、引火、化学

反応等によって爆発したことをいう。 

運航不能 

推 進 器 障 害 
推進器及び推進軸が、脱落し、若しくは破損し、又は漁網、ロープ等を巻

いたため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

舵 障 害 
舵取機及びその付属装置の故障、舵の脱落又は破損により、船舶の航行に

支障が生じたことをいう。 

機 関 故 障 
主機等推進の目的に使用する機械が故障し、船舶の航行に支障が生じた

ことをいう。 

機 関 取 扱 

不 注 意 

機関は故障していないが、機関の取扱不注意のため、航行不能となったこ

とをいう。 

バ ッ テ リ ー 

過 放 電 

機関の運転に必要なバッテリーが過放電したため、船舶の航行に支障が

生じたことをいう。 

燃 料 欠 乏 
機関の運転に必要な燃料が欠乏したため、船舶の航行に支障が生じたこ

とをいう。 

ろ・かい喪失 ろ・かいが喪失したため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

無 人 漂 流 

（係留不備） 
係留索の解らん又は切断等による船体の漂流をいう。 

無 人 漂 流 

（海中転落） 
操船者の海中転落による船体の漂流等をいう。 

操船技能不足 カヌー、ヨット等の操船者の操船能力不足のため、漂流したことをいう。 

有 人 漂 流 
乗船中の操船者が船舶事故によらない死亡又は傷病のため、漂流したこ

とをいう。 

船 体 傾 斜 船体が傾斜したため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

走 錨 走錨により、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

荒 天 難 航 荒天の影響のため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

そ の 他 運航不能のいずれにも属さないものをいう。 

そ の 他 

船体行方不明 船舶が行方不明となったことをいう。 

船 位 喪 失 自船の船位が不明のため、救助を求めた場合をいう。 

そ の 他 その他のいずれにも属さないものをいう。 
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イ 船舶の種類 

用  途 詳  細 解  説 

貨 物 船 － 推進機関を有する船舶で、専ら貨物の輸送に従事するものをいう。 

タ ン カ ー － 
推進機関を有する船舶で、その貨物倉の大部分又は一部分がばら積

みの液体物質の輸送のための構造を有する船舶をいう。 

旅 客 船 － 

旅客定員（船舶検査証書、臨時変更証又は船舶検査手帳に記載され

ている最大搭載人員をいう。）が 12 人を超える船舶で、人の輸送に

従事するもの及び旅客定員 12 人以下の船舶で、旅客運送事業に従

事するものをいう。 

漁 船 － 
漁船法第２条第１項に規定する「漁船」及び外国人漁業の規制に関

する法律第２条第７項に規定する「外国漁船」をいう。 

遊 漁 船 － 
遊漁船業の適正化に関する法律第２条第２項に規定するものをい

う。 

プレジャー

ボ ー ト 

クルーザーボート 内燃機関を動力とするボートであって、船室を有するものをいう。 

モーターボート 
内燃機関を動力とするボートであって、船室のないものをいう。 

（リジッドタイプのミニボートを含む。） 

クルーザーヨット 船室を有する帆走艇をいう。 

ディンギーヨット 船室を有しない帆走艇をいう。 

カ ヌ ー カヌー等軽量で人が持ち運びできるパドルで漕ぐ舟艇をいう。 

ゴ ム ボ ー ト 
推進機関の有無を問わずゴムでできたボートをいう。 

（インフレータブルタイプのミニボートを含む。） 

水上オートバイ 小型船舶安全規則第２条第２項に該当する水上オートバイをいう。 

そ の 他 － 練習船、監視取締船、軍艦等上記の用途に区分できないものをいう。 

  

浸水したミニボートの乗船者を救助する様子 
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（２）人身事故 

ア 事故区分 

事故区分 解  説 

マリンレジャーに伴う

海 浜 事 故 

海水浴、釣り、潮干狩り等の海洋における余暇活動に伴って発生した事故を

いう。なお、インストラクター等当該活動を職業として行っている者の業務

中の事故は、マリンレジャー以外の海浜事故と区分している。 

マリンレジャー以外の

海 浜 事 故 
余暇活動に伴うもの以外の海浜において発生した事故をいう。 

船舶事故によらない 

乗 船 者 の 人 身 事 故 

衝突、乗揚、転覆等の船舶事故以外の事由により発生した船舶の乗船者の海

中転落、負傷、病気等をいう。 

 

イ 事故内容 

事故内容 解  説 

海 中 転 落 船舶から、陸岸等からを問わず、海中への転落をいう。（自殺を除く。） 

負 傷 医療機関において治療を要する程度のものをいい、傷害を含む。 

病 気 
医療機関において治療を要する程度のものをいう。なお、病気の発生により海中転落、

溺水、帰還不能等に陥った場合は、病気とせずにそれぞれの内容に分類している。 

中 毒 
ガス、酸欠又は食べ物等による中毒であって、医療機関において治療を要する程度のも

のをいう。 

自 殺 自殺の場合をいう。（未遂の場合を含む。） 

溺 水 海で溺れた場合をいう。（海中転落を除く。） 

帰 還 不 能 漂流、孤立等により保護が可能な陸岸に戻れない状態となった場合をいう。 

そ の 他 いずれにも属さないものをいう。 

 

急病人を搬送する様子 
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 令和６年のトピック 

 

１ 令和６年の海難 

令和６年に海上保安庁が取り扱った船舶事故は1,838隻で、このうちプレジャーボ

ートの事故は866隻でした。 

人身事故は2,348人で、このうちマリンレジャーに伴う海浜事故は735人でした。 

船舶事故のうち同一事故で多くの救助者が発生したもの及び人身事故（マリンレジ

ャーに伴う海浜事故）のうち同一事故で最も多くの救助者が発生したものは次のとお

りです。 

 

（１）船舶事故（令和６年10月３日 島根県松江市） 

   操業を終え帰港中の漁船（乗組員９人）が岩礁に乗揚げて浸水し、巡視船の潜水

士等が乗組員全員を救助しました。 

（２）人身事故（令和６年10月12日 茨城県鹿島市沖） 

   仕事仲間７人は防波堤上で釣りをしていたところ、大波を受けて４人が海中転落

しました。その後２人は救助されましたが、２人が行方不明となり、後日発見され

ましたが、死亡が確認されました。なお、この防波堤は立入禁止防波堤であり、当

時は波浪注意報が発令されていたほか、事故者４人は救命胴衣を着用していません

でした。 

岩礁に乗り上げた漁船 
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２ 異常気象等による船舶事故 

令和６年に発生した異常気象等※による船舶事故は80隻で、前年に比べ59隻増加し

ました。 

このうち、台風以外では、能登半島地震による船舶事故が71隻発生しています。 

※台風、津波による潮位変動、豪雨、豪雪等 

【異常気象等による船舶事故】 

 

【能登半島地震による船舶事故】 

 無人漂流 浸水 転覆 その他 計 

漁船 40 2 7 2 51 

プレジャーボート 10 7 0 0 17 

旅客船 1 0 0 0 0 

その他 0 1 1 0 2 

計 51 10 8 2 71 
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能登半島地震による船舶事故 
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３ 機関故障を起こしたプレジャーボートのバックグラウンド調査及び啓発 

船舶事故のうち最も多くの割合を占めるプレジャーボートの運航不能（機関故障）

を防ぐため、故障個所の整備状況や艇の購入時における整備記録の備え付け状況につ

いてバックグラウンド調査（機関故障を起こしたプレジャーボート164隻の事故者及

びその艇を修理した事業者を対象）を実施するとともに、調査結果に基づき事故防止

に係る啓発を実施しています。 

（１）故障部位の種別等 

故障部位の種別等について調査した結果、故障部位の約４割が定期交換以外の部

品で最も多く、また、故障した定期交換以外の部品の約半数が電気系、約３割が軸

系でした。 

【故障部位】 【定期交換以外の部品】 

  

（２）艇の購入時における整備記録の備え付け 

艇の購入時における整備記録の備え付け状況について調査した結果、約７割の船

舶が機関の整備記録を備えていませんでした。また、整備事業者の約９割が点検や

整備をするうえで整備記録が参考になると回答しました。 

【整備記録の備え付け】 【整備記録の必要性】 

  

電気系, 
28隻, 47%

軸系,
15隻, 25%

燃料系,
8隻, 14%

冷却水系,
4隻, 7%

その他, 
4隻, 7%

59隻

定期交換以外の部品, 
59隻, 43%

開放整備個所,
42隻, 31%

定期交換部品,
28隻, 20%

その他, 8隻, 6%

137隻

参考になる, 
97隻, 89%

参考にならない,
12隻, 11%

109隻

備え付けあり, 
42隻, 26%

備え付けなし,
122隻, 74%

164隻

※有効回答のみ 

※有効回答のみ 
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（３）事故防止に係る啓発 

前記調査結果を踏まえ、整備事業者等による定期的な点検整備や整備記録の適切

な管理等を促すリーフレットを作成し、事故防止について周知啓発を実施していま

す。 

【リーフレット】 

 
  

 

  

【アクセス先】 
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４ 海難を起こしていない者の安全行動に係る調査 

新たな視点を組み込みながら多面的に事故を分析・評価するために、これまで蓄積

した海難データに加え、海難を起こしていない方の安全行動を収集するアンケート調

査を実施しました。 

令和 6年度は、小型船舶操縦免許所持を有し、マリンレジャーに供する機付きボー

トの所有者かつ船長で過去３年間に渡って海難を起こしていない方を対象に、全国の

マリーナ等においてアンケートを実施し、海難データとアンケート調査を比較・分析

し、海難防止対策の有効性等を確認することができました。 

アンケート調査結果評価委員会 

産業医科大学産業生態科学研究所人間工学研究室 榎原毅教授を委員長に選任

し、アンケート調査結果と海難データを比較分析した結果を評価するための委員会

を令和７年２月10日に開催しました。 

同委員会において、機関整備等の定期点検を実施することは海難防止の効果が高

く、さらに海難防止講習会を受講することによって安全意識がより高まり、海難の

発生率が定期点検未実施かつ海難防止講習会も参加しない方と比較して、約24分の

１に減少することが確認できました。 

また、海難を起こした方の情報を収集・分析するだけでなく、海難を起こしてい

ない方の安全行動を分析し、日常的に海難防止のために実施している行為やヒヤリ

ハットで対応できた行動等、海難を防いでいる要因（好事例）を分析することが重

要であると認識しました。 

【アンケート結果例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有り, 

371 , 

91%

無し, 37 , 9%

408人

有り, 

179 , 

36%

無し, 283 , 56%

不明, 41 , 8%

503人

事故者（機関故障） 
（定期的な点検整備の有無） 

アンケート結果 
（定期的な点検整備の有無） 
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第１章 船舶事故及び人身事故の現況と事故防止対策 

第１節 船舶事故 

１ 現況 

（１）概観 

令和６年に海上保安庁が取り扱った船舶事故は 1,838 隻で、前年に比べ 40 隻

増加しました。船舶事故隻数が増加したのは平成 30 年以来ですが、全体的には

減少傾向にあります。 

また、船舶事故に伴う死者・行方不明者数は 53 人で、前年に比べ６人減少し

ました。 

【船舶事故隻数の推移】 

減少傾向 

  

2,137 
2,014 1,977 

2,189 2,058 
1,961 1,942 1,882 

1,798 1,838 
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船舶事故隻数 死者・行方不明者

転覆した漁船を調査する様子 
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（２）船舶種類別 

令和 6 年の船舶種類別の隻数は、プレジャーボート 866 隻（47%）が最も多

く、次いで漁船 464 隻（25%）、貨物船 185 隻（10％）の順となっています。

プレジャーボートについては、過去５年間で最も少なくなっています。 

【船舶種類別の推移】 【船舶種類別の割合（令和６年）】 

 

 

 

（３）船舶事故種類別 

令和６年の船舶事故種類別の隻数は、機関故障や無人漂流等の運航不能 843隻

（46％）が最も多く、次いで衝突 331 隻（18%）、乗揚 239 隻（13％）の順と

なっています。衝突については、過去５年間で最も少なくなっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 
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爆発

火災

転覆
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浸水

乗揚

衝突

運航不能

運航不能, 
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（４）トン数別 

令和 6 年のトン数別の隻数は、20 トン未満 1,469 隻（80％）が最も多く、過

去５年間同じ傾向を示しています。次いで 500 トン以上 178 隻（10％）、100

トン以上 500 トン未満 151 隻（8％）の順となっています。 

【トン数別の推移】 【トン数別の割合（令和６年）】 

  

 

（５）死者・行方不明者を伴う船舶事故 

令和６年の死者・行方不明者を伴う船舶事故隻数は 35 隻で、前年に比べ７隻

増加しています。船舶種類別では、漁船 17 隻（48％）が最も多く、次いでプレ

ジャーボート 10 隻（29％）となっています。 

【死者・行方不明者を伴う船舶事故の推移】 【死者・行方不明者を伴う船舶事故の割合 
（令和６年）】 
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２ 船舶種類別の事故防止対策 

（１）プレジャーボートの事故防止対策 

全体の傾向 

（ア）令和６年のプレジャーボートの船舶事故隻数は 866 隻で、前年に比べ 25

隻減少し、過去５年間で最も少なくなっています。 

プレジャーボートの種類別では、モーターボート 495 隻（57％）が最も

多く、次いでクルーザーボート 125 隻（14％）、クルーザーヨット 84 隻

（10％）の順となっています。 

【プレジャーボート種類別の推移】 【プレジャーボート種類別の割合（令和６年）】 

  

（イ）令和 6 年の船舶事故種類別では、運航不能（機関故障）185 隻（21％）

が最も多く、次いで乗揚 107 隻（12％）となっています。運航不能（機関

故障）は、過去５年間で最も少なくなっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 
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① モーターボート及びクルーザーボートの事故防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和６年のモーターボート及びクルーザーボートの船舶事故隻数は 620隻

で、前年に比べ１隻増加しています。 

船舶事故種類別では、運航不能（機関故障）145 隻（23％）が最も多く、

次いで乗揚 75 隻（12％）となっています。いずれも過去５年間で最も少な

くなっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 

  

（イ）令和 6 年の運航不能（機関故障）の故障箇所別では、燃料系 40 隻（27%）

が最も多く、次いで電気系 31 隻（21%）、冷却水系及び軸系各 27 隻（19％）

の順となっています。 

【故障箇所別の推移】 【故障箇所別の割合（令和６年）】 

  

 

194 185 162 181 145

88 88
89 81

75

76 64
51 63

74

735 715

651
619 620

0

200

400

600

800

R2 R3 R4 R5 R6

（隻）
その他

運航不能その他

火災・爆発

単独衝突

転覆

運航不能（無人漂流）

衝突

浸水

運航不能
（推進器・舵障害）

乗揚

運航不能（機関故障）

運航不能（機関故障）, 
145隻, 23%

乗揚, 
75隻, 12%

運航不能
（推進器・舵障害）, 

74隻, 12%

浸水, 
71隻, 11%

衝突, 
64隻, 10%

運航不能
（無人漂流）, 

42隻, 7%

転覆, 
41隻, 7%

単独衝突, 
12隻, 2%

火災・爆発, 
4隻, 1%

運航不能その他, 
88隻, 14%

その他, 
4隻, 1%

620隻

53 
43 44 53 

40 

46 
53 

34 
40 

31 

29 31 

20 

27 

27 

194 
185 

162 

181 

145 

0

50

100

150

200

R2 R3 R4 R5 R6

（隻）

その他

補機系

シリンダ系

空気系

軸系

冷却水系

電気系

燃料系

燃料系, 
40隻, 27%

電気系, 
31隻, 21%

冷却水系, 
27隻, 19%

軸系, 
27隻, 19%

空気系, 
2隻, 1%

シリンダ系, 
1隻, 1%

その他, 
17隻, 12%

145隻



第１章 船舶事故及び人身事故の現況と事故防止対策 

令和６年海難の現況と対策 15 

（ウ) 令和 6 年に発生した運航不能（機関故障）の発航前検査の実施別では、有

り 121 隻（84％）が最も多く、次いで無し 19 隻（13％）となっています。 

【発航前検査実施の推移】 【発航前検査実施の割合（令和６年）】 

  

 

イ 事故事例 

 

 

  

事例１：運航不能（機関故障）～燃料系の故障～ 

事故概要：航行中のプレジャーボート（モーターボート）の機関が突然停止しまし

た。船長が機関の再起動を試みましたが、セルモーターが回るのみで起

動しませんでした。救助後に原因を調査したところ、燃料フィルターが

目詰まりを起こし燃料が機関に供給されない状態でした。船長は、発航

前に燃料フィルター等の点検を行っていませんでした。 

事例２：運航不能（機関故障）～電気系の故障～ 

事故概要：沖合で試運転中のプレジャーボート（モーターボート）の機関が起動し

なくなりました。救助後に原因を調査したところ、スパークプラグが腐

食して燃料に着火できない状態でした。船長は、前所有者による機関の

整備履歴を把握しておらず、また、自身や整備業者による点検・整備を

行っていませんでした。 
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ウ 対策 

プレジャーボートの船舶事故では、運航不能（機関故障）が多くを占めてお

り、故障内容によっては転覆や乗揚げ等の二次災害に繋がるおそれがあること

から、小型船舶操縦者の遵守事項に定められている発航前検査や日常点検を適

切に実施し、故障の予兆（異音・振動等）を見逃さないこと、整備事業者等に

よる定期的な点検整備や整備記録の管理を行うことが重要です。 

海上保安庁では、小型船舶の操縦免許証更新講習時や訪船時に運航不能（機

関故障）の防止に特化したリーフレットを活用して啓発活動を行っているほか、

関係機関・民間団体との合同パトロール等を通じて発航前検査の徹底を指導す

るとともに整備事業者等による定期的な点検整備の有効性や整備記録の管理

等について積極的に周知し、ユーザーの安全意識の向上を図っています。 

【機関故障が原因で乗揚げたプレジャーボート】 【洋上でのプレジャーボートへの訪船指導】 
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② 水上オートバイの事故防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和６年の水上オートバイの船舶事故隻数は 68 隻で、前年に比べ 15 隻

減少しています。船舶事故種類別では、衝突 17 隻（25％）が最も多く、次

いで運航不能（機関故障）14 隻（21％）、運航不能（推進器・舵障害）10

隻（15％）の順となっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 

  

 

（イ）令和６年の衝突の原因別では、操船不適切９隻（53％）が最も多く、次い

で見張り不十分４隻（23％）となっています。 

【衝突原因別の推移】 【衝突原因別の割合（令和６年）】 
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イ 事故事例 

事例１：衝突 ～操船不適切～ 

事故概要：遊走中の水上オートバイ同士が衝突しました。当時、一方の水上オートバ

イが風潮流の影響でもう一方の針路上に入ってしまい両船ともすぐに回

避動作をとりましたが、接近して航行していたため間に合いませんでし

た。両船の船長とも水上オートバイの操縦経験が１年未満で、水上オート

バイの特性を十分理解していませんでした。 

 

 

ウ 対策 

水上オートバイの船舶事故は、衝突や運航不能（操船技能不足）が多く、そ

の原因としては、ヒューマンエラーによる操船不適切や見張り不十分等で事故

に遭うケースが多くなっています。 

海上保安庁では、水上オートバイによる事故を未然に防止するため、ウォー

ターセーフティガイドに地域ごとのローカルルールや安全啓発動画（転覆時の

復原方法等）を掲載するとともに、関係機関・民間団体と連携した合同パトロ

ール、購入時や発航場所、沖合における訪船指導のほか、小型船舶の操縦免許

証更新講習等の機会を通じ、見張りの徹底やルール、マナーの遵守などの啓発

を行い、ユーザーの安全意識の向上を図っています。 

【洋上での水上オートバイへの安全啓発】 【関係団体との合同パトロール】 

 
 

 

  

事例２：衝突 ～見張り不十分～ 

事故概要：遊走中の水上オートバイと錨泊中の水上オートバイが衝突しました。遊走

していた水上オートバイの船長は、自船が曳航するウェイクボードを気に

するあまり前方の見張りがおろそかとなり、衝突するまで錨泊中の水上オ

ートバイに気づいていませんでした。 
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③ ミニボートの事故防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和６年のミニボートの船舶事故隻数は 96 隻で、前年に比べ 11 隻減少

し、過去５年間で最も少なくなっています。船舶事故種類別では、転覆・浸

水 40 隻（42％）が最も多く、次いで運航不能（機関故障）20 隻（21％）

となっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 

  

（イ）令和６年の転覆・浸水の原因別では、気象海象不注意 15 隻（37%）が最

も多く、次いで船体バランスに対する不注意 12 隻（30%）、操船不適切４

隻（10％）の順となっています。 

【転覆・浸水の原因別の推移】 【転覆・浸水原因別の割合（令和６年）】 
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イ 事故事例 

 

ウ 対策 

ミニボートの船舶事故は、転覆、浸水が多く、その原因としては、気象海象

不注意や船体バランスに対する不注意等により、事故に遭うケースが多くなっ

ております。この要因としては、ミニボートは小型船舶操縦免許や船舶検査が

不要であり、インターネット等で購入して手軽に始めることができる反面、海

に関する基礎知識や船体特性を十分に理解しないまま出港しているユーザーが

多いことが考えられます。 

海上保安庁では、ミニボートの船舶事故を未然に防止するため、大手デジタ

ルプラットフォーム提供者である楽天グループ株式会社（楽天市場等）や LINE

ヤフー株式会社（Yahoo！オークション等）、株式会社メルカリ（メルカリび

より）と連携してミニボート購入者に対する注意喚起やウォーターセーフティ

ガイドのリンク先をサイト上に掲載しているとともに、出港前のユーザーに対

し安全啓発リーフレット等を活用した訪船指導を行い、ユーザーの安全意識の

向上を図っています。 

【陸上でのミニボートへの訪船指導】 【洋上でのミニボートへの訪船指導】 

  

 

事例１：転覆 ～気象海象不注意～ 

事故概要：漂泊して釣り中のミニボートが横波を受け転覆しました。船長は、釣り

中に風が強くなってきたことに気が付いていましたが、帰港することな

くそのまま釣りを続けていました。 

事例２：浸水 ～船体バランスに対する不注意～ 

事故概要：漂泊して釣り中のミニボートにおいて、船長が用を足すため船の上で立

ち上がったところ、船体が傾いて船長が海に転落し、その影響で船内に

浸水しました。 
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④ カヌーの事故防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和６年のカヌーの船舶事故隻数は40隻で、前年に比べ１隻増加しました。 

船舶事故種類別では、運航不能（操船技能不足）23隻（57％）が最も多く、

次いで運航不能（荒天難航）９隻（22％）となっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 

  

 

（イ）令和６年の運航不能（操船技能不足）の原因別では、操船不適切８隻（35%）

が最も多く、次いで気象海象不注意２隻（9%）となっています。 
【運航不能（操船技能不足）原因別の推移】 

 
【運航不能（操船技能不足）原因別の割合 

（令和６年）】 
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イ 事故事例 

事例１：運航不能（操船技能不足）～操船不適切～ 

事故概要：２人乗りのカヌーが遊走中に転覆し、乗船者が船体を引き起こすことが

できずに漂流しました。カヌーは、乗船者が付近の貸し出し業者から借

用したもので、沖合に行き過ぎていることに気が付いた貸し出し業者が

引き返すよう注意するも、無視して遊走を続けていました。 

 

 

ウ 対策 

カヌーの船舶事故は、運航不能が最も多く、その原因としては、知識技能不

足により転覆した際に自力復旧ができないことや、気象海象の不注意により自

身の技量を超えた環境下で活動し、事故に遭うケースが多くなっています。こ

の要因としては、カヌーは小型船舶操縦免許や船舶検査が不要であり、インタ

ーネット等で購入して手軽に始めることができる反面、海に関する基本的な知

識や技能がないまま海に出ていることなどが考えられます。 

海上保安庁では、カヌーの事故を未然に防止するため、大手デジタルプラッ

トフォーム提供者と協力し、購入者に対して安全に関する情報を発信するなど

の安全啓発を行うとともに、愛好者に対する安全講習会や海上保安官による現

場指導に加え、カヌー関係団体と連携し、ユーザーの安全意識の向上を図って

います。 

事例２：運航不能（操船技能不足）～気象海象不注意～ 

事故概要：遊走中のカヌーが潮に流されて岸に戻れなくなって漂流し、その後、近

くを通りかかった船に助けを求め救助されました。カヌーの乗船者は、

潮の流れを考慮せず海に出ていました。また、携帯電話等の連絡手段を

持っていなかったため、救助を要請することができませんでした。 

【カヌー愛好者に対する安全講習会】 【カヌー愛好者に対する現場指導】 
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（２）漁船の事故防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和６年の漁船の船舶事故隻数は 464 隻で、前年に比べ 56 隻増加してい

ます。 船舶事故種類別では、運航不能（無人漂流）106 隻（23％）が最も

多く、次いで衝突 99 隻（21％）、転覆 47 隻（10％）の順となっています

が、令和 6 年の能登半島地震の影響※を除外すると衝突が最も多く、次いで

運航不能（無人漂流）、乗揚の順となっています。 

※運航不能（無人漂流）40 隻、転覆７隻、浸水２隻、その他２隻 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 

  

（イ）令和６年の衝突の原因別では、見張り不十分 68 隻（69％）が最も多く、

次いで操船不適切 15 隻（15％）、居眠り運航８隻（８％）の順となってい

ます。見張り不十分は、過去５年間で最も少なくなっています。 

【衝突原因別の推移】 【衝突原因別の割合（令和６年）】 
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（ウ）過去５年間に発生した漁船の衝突について、10 年以上の経験を有する操

船者による事故の割合が 76％と高いことが特徴として挙げられます。また、

見張り不十分が原因の衝突について、相手船を認識することなく衝突してい

る場合が半数以上を占めています。 

【衝突における操船者の経験割合 
  （過去５年間）】 

【見張り不十分が原因の衝突のうち、衝突相手船  
の初認の有無の割合（過去５年間）】 

  

 

イ 事故事例 

事例 1：衝突 ～見張り不十分～ 

事故概要：漁を終え帰港中の漁船が周囲に他の船が見当たらなかったため見張りを

せずに航行していたところ、漂泊して釣り中のプレジャーボートに気づ

くことなく衝突しました。プレジャーボートの船長は、自船に向かって

くる漁船を認めたものの、漁船が避けてくれると思い回避動作を行って

いませんでした。 

 

事例 2：衝突 ～操船不適切～ 

事故概要：漁場に向けて航行中の漁船（199 トン）が自船に向かってくる小型漁船

を認めましたが、小型の相手船が避けてくれると思い回避動作を行わな

かったところ、相手船は気づかないまま衝突しました。 
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ウ 対策 

漁船の衝突事故における見張り不十分の要因としては、１人乗りの漁船によ

る自動操舵中の漁労作業や魚群探知機等の計器を注視したままの操船など、漁

労関連作業に傾注し、相手船を認識することなく衝突に至っている場合が非常

に多くなっています。 

また、小型漁船においては、航行する海域が比較的限定されている場合が多

く、慣れや油断などの理由から経験豊富な操船者が衝突を発生させる割合も高

くなっています。 

その他、居眠りや見張り不十分による乗揚事故も多く発生しており、乗揚は

死傷者を伴う船舶事故に発展する場合もあり、大変危険です。 

海上保安庁では、漁船の衝突、乗揚事故等を防止するため、漁業協同組合へ

の訪問指導や漁船への訪船指導、海難防止講習会や安全講習会といった各種講

習会の機会を活用し、操業中に疎かになりがちな見張りの徹底や気象海象の把

握について呼びかけるとともに、関係機関と連携して AIS の搭載推奨等につい

て周知・啓発を行っています。 

【漁業者に対する安全講習会】 【漁船への訪船指導】 
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（３）遊漁船の事故防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和６年の遊漁船の船舶事故隻数は 83 隻で、前年に比べ９隻減少してい

ます。船舶事故種類別では、衝突 24 隻（29％）が最も多く、次いで乗揚 20

隻（24％）、運航不能（機関故障）11 隻（13％）の順となっています。衝

突は、過去５年間で最も少なくなっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 

  

 

（イ）令和 6 年の衝突の原因別では、見張り不十分 21 隻（88％）が最も多く、

次いで操船不適切２隻（8％）となっています。 

【衝突原因別の推移】 【衝突原因別の割合（令和６年）】 
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（ウ）過去５年間に発生した遊漁船の衝突について、その原因として見張り不十

分が 85％を占め他の船種に比べて高くなっています。また、見張り不十分

が原因の衝突について、相手船を認識することなく衝突している場合が半数

以上を占めています。 

【船舶種類別の衝突における見張り不十分の割合 
（過去 5 年間）】 

【見張り不十分が原因の衝突のうち相手船の 
初認の有無の割合（過去５年間）】 

  

 

イ 事故事例 

事例１：衝突 ～見張り不十分～ 

事故概要：遊漁場所に向けて航行中の遊漁船が漂泊して釣り中のプレジャーボート

に衝突しました。遊漁船の船長は、GPS プロッターを注視するあまり周

囲の見張りを行っていませんでした。また、プレジャーボートの船長は、

釣りに没頭するあまり周囲の見張りを行っていませんでした。 

 

事例２：乗揚 ～見張り不十分～ 

事故概要：遊漁場所に向けて航行中の遊漁船が岩場に乗揚げて乗客２人が負傷しま

した。船長は、乗客との会話に夢中になるあまり前方の見張りがおろそ

かになっていました。 
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ウ 対策 

遊漁船の衝突事故における見張り不十分の要因としては、釣りポイントの探

索、乗客への対応・安全管理、操船など、行う業務が多岐にわたることによっ

て、見張り不十分に陥ることが考えられます。 

遊漁船は、ひとたび事故が起これば、多くの負傷者を伴う大事故に繋がりか

ねません。そのため、遊漁船事業者には高い安全意識を持ち、漂泊・錨泊中を

含む常時適切な見張りによって周囲の状況を把握し、運航を行うことが求めら

れます。 

海上保安庁では、水産庁及び都道府県と連携し、「遊漁船業務主任者講習」

「遊漁船安全講習会」等の機会を活用して遊漁船事業者の安全意識を高揚させ

るための啓発を重点的に取り組むほか、訪船指導により見張りの徹底等につい

て周知・啓発活動を行っています。 

【遊漁船業務主任者に対する講習会】 【遊漁船への訪船指導】 
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（４）貨物船等の事故防止対策 

ア 貨物船の傾向 

（ア）令和６年の貨物船の船舶事故隻数は 185 隻で、前年に比べ 11 隻減少して

います。船舶事故種類別では、衝突 69 隻（37％）が最も多く、次いで単独

衝突 49 隻（26％）、乗揚 29 隻（15％）の順となっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 

  

 

（イ）令和６年の衝突の原因別では、操船不適切 23 隻（33％）が最も多く、次

いで見張り不十分 17 隻（25％）となっています。見張り不十分は、過去５

年間で最も少なくなっています。 

【衝突原因別の推移】 【衝突原因別の割合（令和６年）】 
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イ タンカーの傾向 

（ア）令和６年の船舶事故は 54 隻で、前年に比べ５隻増加しています。船舶事

故種類別では、衝突 19 隻（35％）が最も多く、次いで乗揚及び運航不能

（機関故障）各 10 隻（19％）となっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 

  

 

（イ）令和６年の衝突の原因別では、操船不適切７隻（37％）が最も多く、次い

で見張り不十分６隻（32％）となっています。 

【衝突原因別の推移】 【衝突原因別の割合（令和６年）】 

  

 

  

8

4
6

9
7

6

8 4

4
6

2

6

5
1

5

20
19

15
14

19

0

5

10

15

20

R2 R3 R4 R5 R6

（隻）

その他

不可抗力等

その他の運航の過誤

気象海象不注意

見張り不十分

操船不適切

操船不適切, 
7隻, 37%

見張り不十分, 
6隻, 32%

不可抗力等, 
5隻, 26%

その他, 1隻, 5%

19隻

20 19
15 14

19

13
8

7 11

10

6
11

4

7

10

58 57

48 49

54

0

10

20

30

40

50

60

R2 R3 R4 R5 R6

（隻）
その他

運航不能その他

火災

浸水

爆発

転覆

運航不能
(推進器・舵障害)

単独衝突

運航不能(機関故障)

乗揚

衝突

衝突, 

19隻, 35%

乗揚,

10隻, 19％

運航不能(機関故障), 

10隻, 19%

単独衝突, 

8隻, 14%

運航不能

(推進器・舵障害), 

4隻, 7%

転覆, 1隻, 2%

爆発, 1隻, 2%

その他, 1隻, 2%

54隻



第１章 船舶事故及び人身事故の現況と事故防止対策 

令和６年海難の現況と対策 31 

ウ 旅客船の傾向 

（ア）令和６年の船舶事故隻数は 61 隻で、前年に比べ 25 隻増加しており、過

去５年間で最も多くなっています。船舶事故種類別では、単独衝突及び運航

不能（機関故障）各 12 隻（20%）が最も多く、次いで乗揚 9 隻（15％）と

なっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 

  

 

（イ）令和６年に発生した単独衝突の原因別では、操船不適切７隻（60％）が最

も多くなっています。 

【単独衝突原因別の推移】 【単独衝突原因別の割合（令和６年）】 
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エ 事故事例 

事例：貨物船衝突 ～操船不適切～ 

事故概要：夜間、行き会い関係にある貨物船同士が衝突しました。事故当時、一方

の操船者は相手船が現在の針路を維持して右舷対右舷で行き会うと考

え針路を維持していましたが、もう一方の操船者は左舷対左舷で行き会

うように操船していました。また、両船とも無線電話による船橋間通信

を行っていませんでした。 

 

事例：タンカー衝突 ～操船不適切～ 

事故概要：荷役を終了し桟橋から離桟中のタンカーが前方に係留中の別のタンカー

に衝突しました。事故当時、離桟中のタンカーの船長が船橋内の操舵ス

タンドから船橋のウイング部に移動して操船しようとしましたが、操舵

装置の操舵権限をウイング部の遠隔操舵装置に切り替えていなかった

ため、意図した操船が行えない状態でした。 

 

事例：旅客船単独衝突 ～操船不適切～ 

事故概要：着桟中の旅客船が桟橋に衝突して乗客１人が負傷しました。安全に着桟

するためには桟橋の手前で速力を１ノット以下に減速する必要があり

ましたが、十分に減速していませんでした。また、船長が事故船舶を単

独で操船するのは初めてでした。 

 

オ 対策 

毎年７月に官民が一体となって展開している「海の事故ゼロキャンペーン」

等を通じて、常時適切な見張りの徹底や船舶間コミュニケーションの促進など

適切な操船に必要な事項について指導しています。 

また、昨今の頻発・激甚化する台風等の異常気象の状況を踏まえ、リーフレ

ットや走錨事故防止ポータルサイト等を活用し、官民一体となった事故防止の

取組みを徹底しています。 

さらに、霧が多発する時期においては、視界が制限され、衝突海難の蓋然性

が高まるため、適切な見張りの徹底や安全な速力での航行の指導など、地域の

特性を考慮した海難防止活動を実施しています。 
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３ 海域別の事故防止対策 

（１）ふくそう海域の事故防止対策 

ア 傾向 

（ア）ふくそう海域（東京湾・伊勢湾・瀬戸内海・関門港）では、１日平均約 3,000

隻の船舶通航量があります。令和６年の船舶事故隻数は 634 隻で、近年は

減少傾向を示しています。船舶種類別では、プレジャーボート 326 隻（51％）

が最も多く、次いで貨物船 107 隻（17％）、漁船 65 隻（10％）の順とな

っています。 

【船舶種類別の推移】 【船舶種類別の割合（令和６年）】 

  

（イ）令和６年の船舶事故種類別では、衝突 148 隻（24％）が最も多く、次い

で運航不能（機関故障）103 隻（16％）、乗揚 92 隻（15％）の順となって

います。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 
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イ 対策 

ふくそう海域の安全対策については、海上交通センターにおいて、レーダー

や AIS 等により船舶の動静を把握し、船舶交通の安全に必要な情報提供を行っ

ています。 

また、大型船の航路への入航間隔の調整、不適切な航行をする船舶への勧告

や巡視船艇と連携した航行指導等を行っています。 

そのほか、AIS搭載義務の無い漁船についても、AISを搭載することにより、

大型船に対し自船の動静を容易に認識させることができる等、事故防止に寄与

するため、関係機関と連名で作成したリーフレットを活用して AIS 搭載の推進

について周知・啓発を行っています。 

 

【AIS 周知・啓発リーフレット】 

  

(URL) https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_fr6_000040.html 

【アクセス先】 
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ふくそう海域における新たな交通ルールの運用（瀬戸内海） 

愛媛県今治市沖に位置する来島海峡

は、沖合いに浮かぶ島々の間を通る中水

道、西水道、東水道、来島ノ瀬戸という

複雑な流向、強い流速が発生する四つの

狭い水路から成り、来島海峡航路は、そ

のうちの中水道、西水道と、そこに接続

する海域により構成されています。船は

右側通航が一般的ですが、来島海峡航路

では、潮と同じ方向に進む船は中水道を

航行する、潮と逆の方向に進む船は西水道を航行

するという、潮流の向きによって右側通航と左側

通航が入れ替わる世界で唯一の『順中逆西』航法

が採用されており、航路の出入口付近において船

舶同士の進路の交差が生じることがあります。航

路も大きく湾曲し潮流も早いことから、全国でも

有数の船舶交通の難所とされています。 

来島海峡の西側海域では、令和３年及び令和５

年に死者・行方不明者を伴う船舶同士の衝突が相

次いで発生したことから、学識経験者、海事関係

者、漁業関係者及び関係官公庁等地域の多くの関

係者が参加する航行安全対策委員会を開催し、検

討した結果、当該海域における航行環境改善策と

して、来島海峡航路西口を起点に入航船と出航船

が分かれて航行するための『経路』を設定し、船

舶同士の交差ポイントを航路の出入口付近から

離れた広い安全な海域にするとともに、新たな交

差ポイントを航行する際に支障となりかねない

灯浮標（安芸灘南航路第四号灯浮標）を廃止する

ことが妥当との結論が得られました。 

海上保安庁では、同委員会での検討結果をふま

え、安芸灘南航路第四号灯浮標を廃止するととも

に、令和 6 年 7 月 1 日から、来島海峡航路西側

海域に海上交通安全法第 25 条第 2 項に基づく

経路を新たに指定しました。 
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（２）東京湾から四国沖に至る船舶交通量が多い海域の事故防止対策 

ア 傾向 

（ア）東京湾から四国沖に至る船舶交通量が多い海域における令和 6 年の船舶事

故隻数は 167 隻で、前年に比べ 29 隻増加しました。船舶種類別では、プレ

ジャーボート 86 隻（52％）が最も多く、次いで漁船 48 隻（30％）となっ

ています。 

【船舶種類別の推移】 【船舶種類別の割合（令和６年）】 

  

 

（イ）令和 6 年の船舶事故種類別では、衝突 38 隻（23％）が最も多く、次いで

運航不能（機関故障）32 隻（19％）となっています。 

【船舶事故種類別の推移】 【船舶事故種類別の割合（令和６年）】 
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イ 対策 

東京湾から四国沖に至る船舶交通量が多い海域の安全対策については、海上

交通センターにおいて AIS により船舶の動静を把握し、船舶航行の安全に必要

な情報の提供を行っています。 

また、同海域は、複雑な針路交差が生じる海域であることから、安全対策の

1 つとして、東京都伊豆大島西岸沖に設定した推薦航路を平成 30 年１月１日

に、和歌山県潮岬沖に設定した推薦航路を令和５年６月１日に、それぞれ運用

開始し、通航船舶の傾向を踏まえつつ、遵守率の向上を図っています。 

そのほか、AIS搭載義務の無い漁船についても、AISを搭載することにより、

大型船に対し自船の動静を容易に認識させることができる等、事故防止に寄与

するため、関係機関と連名で作成したリーフレットを活用して AIS 搭載の推進

について周知・啓発を行っています。 
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第２節 人身事故 

１ 現況 

（１）概観 

令和６年に海上保安庁が取り扱った人身事故者数は2,348人で、過去10年間に

おいて最も少なくなっています。また、うち死者・行方不明者数は902人でした。 

【人身事故者数の推移】 

 

 

（２）事故区分別 

令和６年の事故区分別では、船舶事故によらない乗船者の人身事故者数が814

人（35%）、マリンレジャー以外の海浜事故者数が799人（34%）、マリンレジャ

ーに伴う人身事故者数が735人（31%）となっています。 

【事故区分別の推移】 【事故区分別の割合（令和６年）】 
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（３）事故内容別 

令和６年の事故内容別では、海中転落 613 人（26%）が最も多く、次いで負

傷 503 人（21%）となっています。過去５年間同じ傾向を示しています。 

【事故内容別の事故者数の推移】 【事故内容別の割合（令和６年）】 

  

 

（４）年齢層別 

令和６年の年齢層別では、70歳代371人（16%）が最も多く、次いで60歳代

370人（16%）となっています。過去５年の年齢層別合計では50歳代が最も多く

なっています。 

【年齢層別の事故者数の推移】 【年齢層別の割合（令和６年）】 
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ア 令和６年の事故区分別では、マリンレジャー以外の海浜事故者数が521人

（58%）で最も多く、次いで船舶事故によらない乗船者の人身事故者数が192

人（21%）、マリンレジャーに伴う海浜事故者数が189人（21%）となってい

ます。過去５年間同じ傾向を示しています。 

【事故区分別の死者・行方不明者数の推移】 【事故区分別の死者・行方不明者の割合（令和６年）】 

  

 

イ 令和６年の事故内容別では、海中転落331人（37%）が最も多く、次いで溺

水146人（16%）となっています（自殺を除く）。過去５年間同じ傾向を示し

ています。 

【事故内容別の死者・行方不明者数の推移】 【事故内容別の死者・行方不明者の割合（令和６年）】 
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２ 事故区分別の事故防止対策 

（１）マリンレジャーに伴う海浜事故の事故防止対策 

全体の傾向 

（ア）令和６年の事故内容別では、帰還不能 220 人（30%）が最も多く、次い

で溺水 192 人（26%）となっています。最も多い帰還不能については、令

和５年よりも減少しています。 

【事故内容別の事故者数の推移】 【事故内容別の割合（令和６年）】 

  

 

（イ）令和６年の事故内容別の死者・行方不明者数は、溺水 95 人（50%）が最

も多く、次いで海中転落 71 人（38%）となっています。事故内容別の死者・

行方不明者数は、令和５年よりも減少しています。 

【事故内容別の死者・行方不明者数の推移】 【事故内容別の死者・行方不明者数の割合（令和６年）】 
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（ウ）令和６年の活動内容別の事故者数は、遊泳中 274 人（37%）が最も多く、

次いで釣り中 216 人（29%）となっています。活動内容別の事故者数は、

令和５年よりも減少しています。 

【活動内容別の事故者数の推移】 【活動内容別の割合（令和６年）】 

  

 

（エ）令和６年の活動内容別の死者・行方不明者数は、釣り中 74 人（39%）が

最も多く、次いで遊泳中 68 人（36%）となっています。活動内容別の死者・

行方不明者数は、釣り中が最も多く、令和５年よりも減少しています。 

【活動内容別の死者・行方不明者数の推移】 【活動内容別の死者・行方不明者数の割合 

（令和６年）】 
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① 遊泳中の事故防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和６年の事故者数は 274 人でした。このうち死者・行方不明者数は 68

人で、令和５年よりも減少しました。 事故内容別にみると、溺水136人（50%）

が最も多く、次いで帰還不能 102 人（37%）となっています。 

【事故内容別の事故者、死者・行方不明者数の推移】 【事故内容別の割合（令和６年）】 

  

 

（イ）令和６年に発生した遊泳中の溺水を事故原因別にみると、知識・技能不足

33 人（24％）が最も多く、次いで実施中の活動に対する不注意 22 人（16％）

となっています。（原因不明を除く） 

【事故原因別（溺水）の事故者数の推移】 【事故原因別（溺水）の割合（令和６年）】 
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（ウ）令和６年の事故者を発生場所別にみると、海水浴場以外及び海水浴場（遊

泳不可）での発生が計 198 人（72%）、海水浴場（遊泳可能）での発生が 76

人（28％）となっています。 

【発生場所別の事故者数の推移】 【発生場所別の割合（令和６年）】 

  

 

（エ）令和６年の死者・行方不明者を発生場所別にみると、海水浴場以外及び海

水浴場（遊泳不可）での発生が計 54 人（79%）、海水浴場（遊泳可能）での

発生が 14 人（21％）となっています。 

【発生場所別の死者・行方不明者数の推移】 【発生場所別の割合（令和６年）】 
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（オ）令和６年の事故者を年齢層別にみると、20 歳代 67 人（24%）が最も多

く、次いで 10 歳代 66 人（24%）となっています。 

【年齢層別の事故者数の推移】 【年齢層別の割合（令和６年）】 

   

 

イ 事故事例 

事例１：溺水～実施中の活動に対する不注意・海水浴場(遊泳不可)での遊泳～ 

事故概要：事故者と通報者、他3人は海水浴場を訪れ各々遊泳をはじめたところ、
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事例２：帰還不能～無謀な行為・海水浴場外での遊泳～ 

事故概要：事故者は砂浜に到着後、飲酒し浮き輪を持って遊泳を始めました。自身
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ウ 対策 

遊泳中における事故は溺水が約５割を占めており、原因として知識技能不足

や実施中の活動に対する不注意が挙げられます。 

また、海水浴場以外及び海水浴場(遊泳不可)における遊泳中の事故は依然と

して多く、遊泳中の事故全体の約７割を占めており、死者・行方不明者も海水

浴場と比較して多く発生しています。その要因として、監視員やライフセーバ

ー等の不在による発見の遅れが考えられます。 

海上保安庁では、教育委員会等と連携して全国各地で児童に対する海上安全

教室の開催や海上保安官による現場指導などの安全啓発を実施するとともに、

地方自治体や警察等と連携し、ライフジャケットの着用や、監視員やライフセ

ーバー等が配置された安全管理が行われている海水浴場で遊泳を行うよう推奨

することで、事故防止を図っています。 

【児童へのライフジャケット着用体験】 【関係機関との合同パトロール】 
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② 釣り中の事故防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和６年の事故者数は 216 人でした。このうち死者・行方不明者数は 74

人で、事故者数及び死者・行方不明者数は、令和５年よりも減少しました。

事故内容別にみると、海中転落 180 人（84%）が最も多く、次いで帰還不

能 19 人（９%）となっています。 

【事故内容別の事故者、死者・行方不明者数の推移】 【事故内容別の割合（令和６年）】 

  

 

（イ）令和６年に発生した釣り中の海中転落を事故原因別にみると、周辺環境に

対する不注意 70 人（39％）が最も多く、次いで実施中の活動に対する不注

意 66 人（37％）となっています。 

【事故原因別（海中転落）の推移】 【事故原因別（海中転落）の割合（令和６年）】 
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（ウ）令和６年の海中転落者を発生場所別にみると、防波堤 70 人（39%）が最

も多く、次いで磯場 44 人（25％）となっています。 

【発生場所別（海中転落）の推移】 【発生場所別（海中転落）の割合（令和６年）】 

  

 

（エ）令和６年の海中転落者（180 人）のうち、ライフジャケットの非着用者は

126 人で、そのうちの 58 人が死亡・行方不明となっており、ライフジャケ

ットの着用者は 54 人で、そのうち 10 人が死亡・行方不明となっています。 

【ライフジャケット着用・非着用別の死者・行方不明者数（令和６年）】 
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（オ）令和６年の海中転落者（180 人）のうち、ライフジャケット非着用者（126

人）を発生場所別にみると、防波堤 54 人が最も多く、次いで岸壁 35 人で

す。死者・行方不明者は、防波堤 18 人が最も多く、次いで岸壁 14 人とな

っています。 

【海中転落発生場所別のライフジャケット非着用者数（令和６年）】 

 

 

（カ）令和６年の海中転落者（180 人）のうち、ライフジャケット着用者（54 人）

を発生場所別にみると、磯場 28 人が最も多く、次いで防波堤 16 人となっ

ており、死者・行方不明者は、磯場 6 人が最も多く、次いで防波堤及び消波

ブロック各 2 人となっています。 

【海中転落発生場所別のライフジャケット着用者数（令和６年）】 
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（キ）令和６年の海中転落者（180 人）を行動形態（単独行動、複数行動）別に

みると、単独行動は 107 人で、そのうちの 55 人が死者・行方不明となって

おり、一方の複数行動は 73 人で、そのうち 13 人が死者・行方不明となっ

ています。 

【行動形態別の死者・行方不明者数（令和６年）】 
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の通報で駆けつけた救助隊により救助され、病院で治療を受けてから帰

宅しました。事故者はライフジャケットを着用していました。 
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ウ 対策 

釣り中の人身事故は海中転落が最も多い状況が続いており、その原因は釣り

場の周辺環境に対する不注意や実施中の活動に対する不注意といった自己の

過失によるものが多くを占めています。また、事故者のライフジャケット着用

率も低い状況です。これらのことから、海の基本的な知識の習得やルール・マ

ナーの遵守、ライフジャケットなどの適切な装備の着用といった安全意識の向

上が必要です。 

海上保安庁では、ウォーターセーフティガイド釣り編の内容充実を図るため、

関係団体等との意見交換会を開催するなど、釣り人の事故を防止するために必

要な情報の更新を行っております。 

また、釣り人の事故発生場所を海洋状況表示システム（海しる）で可視化し

た「釣りの事故マップ」を公開することで、愛好者自身が安全について考える

機会を設け安全意識の向上を図り、これらに加え、現場指導や関係団体等との

合同パトロールを実施し官民が連携して釣り中の事故防止を図っています。 

【釣り人に対する現場指導】 【釣りの事故マップ】 
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